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(57)【要約】
【課題】　薄い寸法構成の圧電アクチュエータを用いた
振動装置を提供する。
【解決手段】　一端部を台座４に固定した板状の圧電ア
クチュエータ１と圧電アクチュエータ１の他端部にダン
パ３を介して接続した錘２を有する。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　一端部を台座に固定した板状の圧電アクチュエータと、前記圧電アクチュエータの他端
部にダンパを介して接続した錘を有することを特徴とする振動装置。
【請求項２】
　前記圧電アクチュエータがバイモルフ型圧電アクチュエータ、又はユニモルフ型圧電ア
クチュエータであることを特徴とする請求項１に記載の振動装置。
【請求項３】
　一端部を台座に固定した前記圧電アクチュエータのベンディングによる円弧運動を錘の
直線運動へ変換されることを特徴とする請求項１又は２に記載の振動装置。
【請求項４】
　前記錘がシャフトにより支持され、前記圧電アクチュエータのベンディングによる円弧
運動が、錘の直線運動へと変換されることを特徴とする請求項１～３のいずれか１項に記
載の振動装置。

【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は圧電バイモルフ型アクチュエータ、又は圧電ユニモルフ型アクチュエータ等の
圧電アクチュエータを用いた振動装置に関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　近年、表示装置にタッチパネル機能を組み込んだもの、または入力装置において操作キ
ーを用いたものが導入されてきている。タッチパネルや操作キーにおいては、操作者が指
やペンで押圧することによって情報を入力するものであるが、操作した後に確実に操作し
たという情報が操作者に確実に伝わらないという問題があった。この為、操作者は確実に
操作を行ったことを常に自分自身で把握する必要があった。特に昨今の表示装置、入力装
置においては薄型の操作キーが主流であるが、この場合クリック感が浅い、もしくはほと
んど無いに等しい、これが操作者に確実に操作したという感覚を不明瞭なものとする傾向
があり、同じ操作キーを２度押してしまう等して、誤った操作をしてしまう事が多かった
。この対策として電磁型アクチュエータを装置内に有することによって、操作者の指に振
動を返すことにより確実に操作を行ったという感触を与える方式は存在する。しかし、電
磁型アクチュエータは、マグネットとコイルを有する為に高さ寸法が大きくなり、薄型の
操作キーを有する装置においては、搭載する為のスペースを確保するのが困難であるとい
う難点があった。又、振動量を大きくして確実に操作者に振動を返すには、電磁アクチュ
エータのコイル及びマグネットを大型化する必要が有り、システムの外形寸法を大型化す
る必要があった。すなわち、電磁型アクチュエータでは、厚み寸法において搭載スペース
を確保するのが困難である為、結果としてシステムの薄型化と操作感向上を両立させる事
を妨げる要因となっていた。
【０００３】
　このため特許文献１において、ベース部に２点支持された圧電振動板の両端に振動錘を
取り付けた圧電振動子が提案されている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００４】
【特許文献１】特開２００７－３００４２６号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　上述した特許文献１においては、薄型の矩形状の圧電アクチュエータを用いている。図
２に圧電アクチュエータの平面図を示す。圧電アクチュエータは、金属シム５に圧電セラ
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ミックス素子６を貼り付けた構造となっている。このような薄型かつ幅狭な圧電バイモル
フ型アクチュエータ又は圧電ユニモルフ型アクチュエータであれば、搭載スペースに制約
のある表示装置においても搭載可能なスペースを見出せる可能性が高くなる。しかし、人
体とくに指先に振動を与え、操作者に操作感を伝達するには１００Ｈｚ～２００Ｈｚの低
周波数振動が必要となる。矩形状の圧電バイモルフ型アクチュエータ、又は圧電ユニモル
フ型アクチュエータの共振周波数ｆは以下の式より算出できる。
【０００６】
　ｆ＝（α２／（４・（３）１／２π））・（ｔ／ｌ２）・（Ｙ／ρ）１／２なおαは非
線形補正係数、ｔは厚み寸法、ｌは長さ寸法、Ｙはセラミック弾性率、ρはセラミック比
重を示す。
【０００７】
　これに添えば厚みが０．５ｍｍ～１．０ｍｍ、長さが３０ｍｍ～４０ｍｍの寸法が必要
となる。
【０００８】
　しかし、圧電セラミックス素子を直接、タッチパネルに貼り付ける場合、機械的強度を
確認するため落下試験等をクリアする必要がある。圧電セラミックス素子自体は形状によ
っては非常に破損しやすい為、タッチパネルを設計する際に、大きさ、形状を考慮する必
要が生じる。
【０００９】
　上述の圧電アクチュエータの大きさ、形状の課題に対しては、特許文献１等で記載され
る様に圧電アクチュエータ自体は小型化して追加工を行いデバイス化するという方法があ
る。
【００１０】
　図３は従来の圧電アクチュエータを用いた振動装置の断面図である。例えば、圧電アク
チュエータをバイモルフ型、又はユニモルフ型とし、更に片もち梁構造とし発生振動力を
増やす為に錘付加を行った場合、図３に示す様に、発生振動力に貢献する錘２の部位は、
圧電バイモルフ素子、又は圧電ユニモルフ素子等の圧電アクチュエータ１の先端に取り付
けられた錘２の先端である事が分かる。錘２を取り付けた場合、デバイスとしての寸法、
重量が増えてしまう為、これに見合うだけの発生振動力の向上が望まれる。例えば図３に
おいては、発生振動力の向上に貢献しているのは、シミュレーション上の分布によると錘
の体積の約１／５程度と推測される。上述の共振周波数の計算においては、錘は２ｇ程度
必要な事が判明しているが、これを真鍮で作成した場合、比重から計算すると、長さ寸法
：１５ｍｍ、幅寸法：４．５ｍｍ、高さ寸法：３．６ｍｍが必要となる。これだけの体積
が増えたにも関わらず、性能向上に寄与するのが１／５程度の場合、民生用途のモバイル
端末や入力装置においては搭載するのが困難となり、上述した電磁型アクチュエータと同
様の問題を圧電アクチュエータにおいても抱えてしまう事となってしまう。
【００１１】
　本発明はこのような問題点を解決するために成されたもので、その技術的課題は、厚み
寸法の増加を最小限にする為に出来るだけ薄い寸法構成の圧電アクチュエータを用いた振
動装置を提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【００１２】
　本発明は、圧電アクチュエータに接続した錘の効果を最大限、発生振動力に還元する為
に、圧電アクチュエータにダンパを介して錘を接続し、錘の運動方向を上下方向のみとす
ることにより、錘の体積を可能な限り振動力増加に寄与させることができることを見出し
たものである。
【００１３】
　すなわち、本発明によれば、一端部を台座に固定した板状の圧電アクチュエータと、前
記圧電アクチュエータの他端部にダンパを介して接続した錘を有することを特徴とする振
動装置が得られる。
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【００１４】
　また、本発明によれば、前記圧電アクチュエータがバイモルフ型圧電アクチュエータ、
又はユニモルフ型圧電アクチュエータであることを特徴とする振動装置が得られる。
【００１５】
　また、本発明によれば、一端部を台座に固定した前記圧電アクチュエータのベンディン
グによる円弧運動を錘の直線運動へ変換されることを特徴とする振動装置が得られる。
【００１６】
　また、本発明によれば、前記錘がシャフトにより支持され、前記圧電アクチュエータの
ベンディングによる円弧運動が、錘の直線運動へと変換されることを特徴とする振動装置
が得られる。
【発明の効果】
【００１７】
　本発明によれば、圧電アクチュエータに接続した錘が垂直方向にのみ上下の直線運動（
以下上下運動と記載）を行う為、錘の質量は１００％発生振動量に寄与し、デバイスの外
形寸法の増加を最小限に抑制することが出来る。又、錘の外形寸法の調整によっては、大
きな振動量を発生しながらも薄型の振動装置を提供することが可能となる。
【図面の簡単な説明】
【００１８】
【図１】本発明の振動装置の第一の実施の形態の断面図。
【図２】圧電アクチュエータの平面図。
【図３】従来の圧電アクチュエータを用いた振動装置の断面図。
【図４】本発明の振動装置の第二の実施の形態の断面図。
【図５】本発明の振動装置の第一の実施の形態の要部断面図。
【図６】本発明の振動装置の金属シムにダンパを取り付けた斜視図。
【図７】本発明の実施例１と従来の比較例１の振動特性を示す図。
【発明を実施するための形態】
【００１９】
　本発明の実施の形態による振動装置の構成について図面を参照して説明する。
【００２０】
　まず本発明の第一の実施の形態の振動装置について説明する。図１に示すように、圧電
アクチュエータを用いた振動装置は、それぞれ一端部をケース８上の台座４にエポキシ系
接着剤またはゴム系接着剤で固定した２個の圧電バイモルフ型、または圧電ユニモルフ型
の圧電アクチュエータ１の他端部にダンパ３を介して１個の真鍮またはリン青銅等の金属
からなる錘２を接続した構成となっている。錘２の中央部から左右に等距離の箇所にそれ
ぞれ圧電アクチュエータ１をダンパ３を介して接続している。錘２の左右に圧電アクチュ
エータ１を配置し、圧電アクチュエータのベンディング動作を、圧電アクチュエータ１と
錘２とをダンパ３により接続した事で圧電アクチュエータ先端部の円弧運動を錘の上下運
動に変換することを可能としたものである。ここで圧電アクチュエータのベンディング動
作を錘の上下運動に変換する為のダンパについて説明する。圧電アクチュエータの先端は
円弧を描いて動作する為、図５の要部断面図に示す様に断面がＵ字状のダンパ３による伸
縮により圧電アクチュエータの円弧運動による動的な寸法の違いを吸収する。ダンパ３の
形状は断面Ｕ字状の他断面が波形等、動的な寸法の違いを吸収できる形状であればよい。
これは図６に示す様に圧電バイモルフ型アクチュエータ又は圧電ユニモルフ型アクチュエ
ータを構成する為の金属シムと呼ばれる薄い金属板に直接ダンパを取り付けられる様な構
造とすることにより得られる。又錘２へのダンパ３の取り付けも同様で、錘２に対して直
接ダンパ３を取り付ける様にする（図５参照）。この構造により圧電アクチュエータのベ
ンディングによる円弧動作はほぼ１００％、錘を動かす為の上下運動へと変換される事に
なる。
【００２１】
　次に本発明の第二の実施の形態の振動装置について図４を参照して説明する。本発明の
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第二の実施の形態の振動装置は、一端部をケース８上の台座４に固定した圧電アクチュエ
ータ１の他端部にダンパ３を介して錘２を接続した構成となっている。錘２の中央部には
シャフト７が貫通し、錘２が上下の直線運動をする構成としている。また、錘２のダンパ
３との接続部の上下には、シャフト側とは反対側に延伸する突出部が設けられている。こ
れにより質量の調整等が可能となる。圧電バイモルフ型アクチュエータ、又は圧電ユニモ
ルフ型アクチュエータの構成、ダンパ、錘の構成については第一に実施の形態と同様のも
のを使用することができる。
【実施例１】
【００２２】
　次に本発明の具体的実施例について図面を参照して説明する。
【００２３】
　まず圧電アクチュエータについて説明する。ＮＥＣトーキン製圧電セラミックス材料Ｎ
１０をベースにして、一層５８μｍのグリーンシートを作成し、銀とパラジュームよりな
る内部電極を印刷したあと、熱プレスで８層に積層したあと、裁断して焼成して得られた
矩形状の圧電セラミックス素子、長さ１１．５ｍｍ×幅３．０ｍｍ×厚み０．４ｍｍを作
製した。これを更に鉄ニッケル４２アロイからなる金属シムにエポキシ系接着剤で貼り付
け積層型の圧電ユニモルフ型の圧電アクチュエータ（長さ１１．５ｍｍ×幅３．０ｍｍ×
厚み０．５ｍｍ）を作製した。図４の第二の実施の形態の断面図に示すように、この圧電
アクチュエータ１の一端を長さ２．５ｍｍ×幅３．０ｍｍ×厚み０．５ｍｍの取り付け用
台座４にエポキシ系接着剤で貼り付けた。圧電アクチュエータ１の他端には幅４．５ｍｍ
×厚み０．１ｍｍのＵ字状のダンパ３を介して真鍮からなる長さ３４ｍｍ×幅４．５ｍｍ
×厚み２．３ｍｍの錘２を接続した。錘の中央部にシャフトを貫通させた。シャフトはφ
０．５ｍｍ×３．５ｍｍとした。本実施例１の圧電アクチュエータを用いた振動装置の外
形寸法は長さ３５ｍｍ×幅４．５ｍｍ×厚み４．０ｍｍとなった。図７に振動特性、即ち
振動周波数〔Ｈｚ〕に対するゲイン［ｄＢ］特性を示した。
【００２４】
　（比較例１）
　比較例１に用いた圧電アクチュエータは実施例１で用いたものと同様のものを用いた。
図３の従来の圧電アクチュエータを用いた振動装置の断面図に示すように、圧電アクチュ
エータ１の一端を長さ２．５ｍｍ×幅３．０ｍｍ×厚み０．５ｍｍの取り付け用台座４に
エポキシ系接着剤で貼り付けた。圧電アクチュエータ１の他端には真鍮からなる長さ３４
ｍｍ×幅４．５ｍｍ×厚み２．３ｍｍの錘２を接続した。本比較例１の振動装置の外形寸
法は長さ３５ｍｍ×幅４．５ｍｍ×厚み４．０ｍｍとなった。図７に振動特性、即ち振動
周波数〔Ｈｚ〕に対するゲイン［ｄＢ］特性を示した。なお入力は１Ｖｒｍｓとして測定
した。
【００２５】
　本発明による実施例１と、従来の構造の比較例１の振動特性を比較した結果を図７に記
載したが、比較例１においては圧電ユニモルフ型アクチュエータの先端に錘を付加してい
るが、錘が最大振幅を描くのは圧電ユニモルフ型アクチュエータに付けられた先端部分の
みであり、圧電ユニモルフ型アクチュエータに近づくに従って錘の振幅は減っていく。こ
の為、錘を付加しても錘の全自重が発生振動力に寄与する率は、コンピュータ解析の結果
から推定すると３０％程度であり、残りの７０％は発生振動力への寄与率が少ない為、デ
バイスの外形寸法に対して必要以上に寸法を増加させるという事が分かる。これに対して
実施例１による構造では、錘が完全に垂直方向にのみ上下運動を行う為、錘の重量は１０
０％発生振動力に寄与し、デバイスの外形寸法の増加を最小限に抑制することが出来る。
又、錘の外形寸法の調整によっては、大きな振動量を発生しながらも薄型の振動デバイス
を提供することも可能となる。
【００２６】
　上述した通り、従来の比較例１のコンピュータシミュレーションの結果よりも、本実施
例１により本発明による最適化された錘寸法への振動デバイスに対する有効性を確認する
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ことができた。
【産業上の利用可能性】
【００２７】
　本発明による圧電バイモルフ型アクチュエータ、又は圧電ユニモルフ型アクチュエータ
を使用した振動装置は、表示装置、タッチパネル機能付き表示装置、入力装置としての適
用が有効である。
【符号の説明】
【００２８】
１　　圧電アクチュエータ
２　　錘
３　　ダンパ
４　　台座
５　　金属シム
６　　圧電セラミックス素子
７　　シャフト
８　　ケース

【図１】 【図２】
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【図５】 【図６】
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